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ちば創業応援助成金のご案内 

 

令和５年４月４日 

公益財団法人千葉県産業振興センター 

経営支援部 活性化支援室 

℡０４３-２９９－１０７８  

 

 （公財）千葉県産業振興センターでは、これから創業を予定する方や、創業間もない事業

者の方の、先進的なアイデア、研究開発及びビジネス創造を支援するため、ちば創業応援助

成金の事業者を下記のとおり募集します。 

 

１．事業概要 

(1)助成対象となる方 

 ・次の①、②のいずれかに該当する、これから千葉県内において創業を予定している方や

千葉県内で創業して間もない中小企業者の方（創業５年未満）で、助成事業実施予定地

を千葉県内とする方 

① 市町村等が実施している特定創業支援事業（創業セミナー等）に参加し、修了  

証明書の発行を受けた方 

（※詳細については、各市町村の窓口にお問い合わせください。産業競争力強化

法に基づく認定市町村は以下をご確認ください。） 

https://www.pref.chiba.lg.jp/keishi/keiei/sougyo-plan.html#plan 

②  千葉県内の公的インキュベーション施設（コワーキングスペースを除く）に入居

している方（東葛テクノプラザ、東大柏ベンチャープラザ、かずさインキュベー

ションセンター、ベンチャープラザ船橋、千葉大亥鼻イノベーションプラザ、い

ちかわ情報プラザ、松戸スタートアップオフィス） 

※ 申請者（連携予定者を含む。）が、他の補助金・助成金において本件と同一内容 

   の事業内容で交付決定（内定）を受けている場合は申請できません。 

 

 (2)助成対象となる経費 

  ・原材料、消耗品費 

  ・機械装置又は工具器具の購入、製造、改良、据付、借用、保守又は修繕に要する 

   経費 

・外注加工費 

  ・専門家謝金、旅費 

・委託費 

・事務費（会議費、会場借料、通信運搬費、印刷製本費、資料購入費） 

  ・賃金（短期的なアルバイトに限る） 



2 

 

  ・産業財産権等関連経費 

  ・設立登記費等 

  ・翻訳料 

  ・展示会出展経費 

  ・その他理事長が特に必要と認める経費 

  ※１ 助成対象となるのは、交付決定日以降に行った活動に係る経費のみです。 

※２ 事務用品など使用目的が特定されず、汎用性が高いものは助成対象外です。 

※３ 店舗等の改修費用は助成対象外です。(改修に係る材料等も対象外となります) 

  ※４ 助成対象経費の大部分（対象経費の５０％以上）が委託費で占められ、助成事業

の中で自社が果たす役割が少ない申請は採択されません。 

※５ 営利目的（営利販売のための原材料の仕入れや助成金で作った商品を販売する 

こと等）の申請は採択されません。 

 

 (3)事業期間 

   助成金交付決定日 ～ 令和６年２月２９日（木） 

 

 (4)補助率等 

   助成対象経費の２分の１以内（交付上限額：５０万円） 

 

なお、本助成金は競争的資金です。申請を頂いた後、一次審査（書類審査）および二次厳正

な審査（プレゼンテーション審査／一次審査通過者のみ）を経て、採択・不採択が決定され

ます。 

 

２．応募方法 

 (1)応募期間 

   令和５年４月４日（火）～令和５年４月２８日（金）午後５時 

   ※申請書の記載漏れや添付資料に不備等がありますと受付できませんので、 

余裕をもってご提出ください。 

  

 (2)応募方法 

   持参又は郵送（ファクシミリ、電子メールでの応募はできません） 

   持参される場合は、土曜日・日曜日・祝日を除く、午前９時～午後５時までに提出く

ださい。なお、受付時に提出書類の確認を行ないますので、なるべく早めの時間にご来

訪ください。 

   郵送の場合も、受付最終日の午後５時必着ですのでご注意ください。 
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 (3)提出書類 

 書類名 

必ず提出い

ただく書類 

①ちば創業応援助成事業等助成金交付申請書（様式１） 

②助成事業計画書（様式１・別紙１） 

③助成事業内容説明書（様式１・別紙２） 

④事業計画概要 

⑤誓約書 

⑥証明関係書類 

(1)創業予定者の方／住民票 

         （令和５年１月１日以降発行のもの） 

(2)個人事業主の方／個人事業開業・廃業等届出書の写し 

（税務署の受付印が押印されたもの） 

(3)法人の方／履歴事項全部証明書 

（令和５年１月１日以降発行のもの） 

⑦千葉県税の納税証明書 

(未納がないことがわかる令和５年１月１日以降発行のもの) 

  ※国税の納税証明書ではありませんのでご注意ください。 

 (1)創業予定者の方／市役所で発行される市県民税の納税証明書 

 (2)個人事業主の方／市役所で発行される市県民税の納税証明書 

       ※個人事業税及び代表者個人の市県民税がわかるもの 

(3)法人の方／県税事務所で発行される県税の納税証明書 

        ※法人事業税、法人県民税がわかるもの 

⑧経費の積算根拠となる書類（見積書や単価表等）の写し 

※積算根拠となる書類（見積書や単価表等）のない経費は対象にな

りません。 

 

≪以下該当する方のみ≫ 

⑨他の補助金・助成金への応募状況が分かる資料（様式任意） 

⑩市町村が実施している特定創業支援事業に参加した証明書の写し 

⑪インキュベーション施設への入居契約書の写し 

②  

必要に応じ

提出いただ

く書類 

①申請者の概要が分かるもの（会社案内、パンフレット等：作成している

場合のみご提出ください。） 

②事業内容を説明する書類（添付は任意ですが、事業内容への理解を深め

るため、なるべく添付してください。） 

   ※その他、必要に応じて、資料の追加をお願いする場合があります。 
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３．審査・交付決定 

 募集期間中に受理した申請書については、外部委員を主とした審査委員会に諮った

うえで、採択・不採択を決定します。原則として、一次審査（書類審査）を通過された

方には審査委員会の場でプレゼンテーションを行っていただき、直接委員に事業内容

を説明していただきます。プレゼンテーションについても審査項目となっていますの

で出席をするようにしてください。 

審査委員会は６月初旬～中旬に開催予定ですが、プレゼンテーション等日時の詳細

は募集締切後に個別に通知させていただきます。 

 なお、交付決定した事業については、事業主体名、事業名、事業概要等を公表させて

いただきます。 

 審査基準は「ちば創業応援助成金審査基準」をご確認ください。 

 また、審査結果については一切公表しませんので、予めご了承下さい。 

 

４．事業内容の詳細 

   助成事業の詳細については、「ちば創業応援助成金交付要領」をご覧ください。（実施

結果の報告等、事業開始後に行なっていただく事項等を記載していますので、必ずご一

読ください。） 

 

５．問い合わせ・提出先 

   公益財団法人千葉県産業振興センター 活性化支援室 

   〒261-7123 千葉県千葉市美浜区中瀬 2-6-1 WBGマリブイースト 23階 

   ＴＥＬ：０４３-２９９－１０７８ ＦＡＸ：０４３-２９９－３４１１ 
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＜応募に際しての注意事項＞ 

１ 国庫補助金等他の補助金・助成金、競争的資金の採択を受けた事業は、本事

業の助成対象事業とはなりません。 

他の制度への応募状況、採択の結果等をお申し出ください。この申出に漏れ

があった場合には、交付決定後であっても、本事業の採択の取消し等を行うこ

とがあります。 

２ 過去に国の創業促進補助金を受けた方については、創業促進補助金と同一

テーマでの申請はできません。 

３ 助成金の対象は、交付決定日以降に発注等契約行為を行った経費となりま

す。それ以前に発注等契約行為を行った経費は対象となりません。交付決定日

以降、事業に着手してください。 

４ 原則、１次審査（書面審査）を通過した申請者の方は、直接事業内容を審査

委員会委員に説明していただきます。日時は別途お知らせしますので、必ず出

席してください。 

５ 応募に関連して提供された個人情報については、公益財団法人千葉県産業

振興センター個人情報保護規程に基づき取り扱います。また、採択された事

業の助成対象者、事業概要等につきましては、当財団ホームページで公表さ

せていただきます。 
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助成対象経費について 

◎ 経費の積算に当たっては、助成対象となる経費に関し、以下の注意事項に留意してくだ

さい。 

◎ 積算に併せて、根拠となる書類（見積もり、単価が分かる書類）を添付して下さい。 

◎ 使用目的が本事業のものと明確に特定できないものは助成対象外となります。 

経費の区分 注意事項 

原材料、消耗品費 【対象となる経費】 

・事業に直接使用する主要原材料、消耗品、備品の購入に要

する経費  

【対象とならない経費の一部】 

・汎用性が高く、使用目的が本補助事業の遂行に必要なもの

と特定できない物の調達費用 

（例：事務用品・衣類等） 

・主として販売のための原材料仕入れ・商品仕入れとみなさ

れるもの 

・見本品（試着品・試食品）や展示品であっても、販売する

可能性のあるものの製作に係る経費 

・店舗等の改修に係る材料等 

機械装置又は工具器具の

購入、製造、改良、据付、

借用、保守又は修繕に要

する経費 

【対象となる経費】 

・事業のために必要な機械装置又は自社で機械装置を製作す

る場合の部品等の購入に要する経費で、税込２０万円以上／

件のもの（送料、取付費、保守料等含む） 

機械装置の試作、改良、据付、修繕に要する経費 

※購入する場合は新品に限る。 

※数量を「一式」とした場合には、「一式」の内訳表を作成す

ること。 

【対象とならない経費の一部】 

・中古品購入費 

・汎用性が高く、使用目的が本補助事業の遂行に必要なもの

と特定できない物の調達費用 

（例：自動車等車両、パソコン、カメラ等、他の目的に使用

できるもの） 

・ソフトウェアの購入費、ライセンス費用 

外注加工費 【対象となる経費】 

事業遂行に必要な業務の一部（原材料等の加工や設計、ホー

ムページ作成等）を外注（請負）する際に要する経費 
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経費の区分 注意事項 

※請負とは…業務の完遂が義務であり、その結果に対する報

酬が発生する契約形態 

【対象とならない経費の一部】 

・販売用商品（有償で貸与するものを含む。）の製造及び開

発の外注に係る費用 

専門家謝金、旅費 ≪謝金≫ 

【対象となる経費】 

・専門的知識・技術及び技能等を有する士業及び大学博士・

教授等に依頼し、事業に係る試作、改良、デザイン等の改善、

求評等や市場調査事業に関して、指導・相談等を１日４時間

以上受けた場合に謝礼として支払われる経費 

・指導契約等を締結し、指導・相談等を受けるために支払わ

れる経費 

※士業及び大学博士・教授等以外の専門家は「委託費」へ計

上すること 

※単価については社会通念上妥当であること 

※指導・相談等の時間は準備を含めて１回当たり概ね４時間

以上とすること 

【対象とならない経費の一部】 

・本補助金の応募に関する応募書類作成代行費用 

 

≪旅費≫ 

【対象となる経費】 

・上記専門家が助成事業者へ赴く場合に旅費として支払われ

る経費 

・委員会への事務打ち合わせ又は資料収集等を行うための移

動に要する経費 

【対象とならない経費の一部】 

・グリーン料金、ファーストクラス料金等、公共交通機関以

外のものの利用による旅費 

・旅行代理店の手数料 

・日当、食卓料 

・プリペイドカード付き宿泊プランの当該プリペイドカード

代 

・助成事業者が専門家のもとへ赴く場合の経費 
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経費の区分 注意事項 

委託費 【対象となる経費】 

・事業遂行に必要な業務の一部（研究開発に係る検査や市場

調査等）を第三者に委託（委任）する際に支払われる経費 

・士業や大学博士・教授等以外の専門家から本補助事業に係

る指導・アドバイスを受ける経費 

※助成対象経費総額（税抜）の2分の１以内の額とする。 

【対象とならない経費の一部】 

・販売用商品（有償で貸与するものを含む。）の製造及び開発

委託に係る費用 

事務費 【対象となる経費】 

○会議費 

会議等を開催する場合のお茶代等として支払われる経費 

○会場借料 

会議等を開催する場合に会場費として支払われる経費 

○通信運搬費 

事業遂行に必要な郵送代（宅配便、料金別納郵便）、運送代

に支払われる経費 

○印刷製本費 

会議の資料、報告書等の印刷に支払われる経費 

○資料購入費 

事業遂行に必要な図書、参考文献、資料等を購入するため

に支払われる経費 

【対象とならない経費の一部】 

・切手の購入費用 

・本補助事業と関係の無い活動に係る事務費（補助事業にの

み係った事務費と限定できないもの） 

賃金（短期的なアルバイ

トに限る） 

【対象となる経費】 

・事業遂行に必要な業務・事務を補助するために雇い入れた

者に支払われる経費 

※応募に際しては、見込まれる業務量を積算、根拠を記載し

ておくこと。 

※単価については社会通念上妥当であること 

【対象とならない経費の一部】 

・交通費 

・個人事業主の場合は、本人及び個人事業主と生計を一にす
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経費の区分 注意事項 

る三親等以内の家族の賃金  

・雇用主が負担する社会保険料、労働保険料等の法定福利費  

・食事手当、レクリエーション手当等飲食、娯楽に当たる手

当  

・補助事業の実施のために交付決定日より前に雇用している

者がいる場合、交付決定日より前に支払った賃金  

産業財産権等関連経費 【対象となる経費】 

・本助成事業により産み出された、又は、本助成事業の実

施に当たり必要となる特許権等（実用新案、意匠、商標を

含む）の取得に要する経費で事業完了までに出願手続き及

び費用の支払いが完了している以下に掲げるもの。 

○弁理士費用（国内弁理士、外国現地代理人の事務手数

料） 

○外国の特許庁に納付する出願手数料 

○先行技術の調査に係る費用 

○国際調査手数料（調査手数料、送付手数料、追加手数

料、文献の写しの請求に係る手数料） 

○国際予備審査手数料（審査手数料、取扱手数料、追加手

数料、文献の写しの請求に係る手数料） 

【対象とならない経費の一部】 

・他者からの知的財産権等の買い取り費用 

・収入印紙代 

・日本の特許庁に納付される出願手数料等（出願料、審査

請求料、特許料等） 

・拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合に要する

経費 

・国際調査手数料・国際予備審査手数料において、日本の

特許庁に納付される手数料 

・本補助事業と密接な関連のない知的財産権等の取得に関

連する経費 

・他の制度により知的財産権の取得について補助等の支援

を受けている場合 

設立登記費等  

 

【対象となる経費】 

・県内での開業又は法人設立に伴う司法書士等に支払う申

請資料作成経費 
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経費の区分 注意事項 

【対象とならない経費の一部】  

・商号の登記、会社設立登記・廃業登記・登記事項変更等

に係る登録免許税  

・定款認証料 

・収入印紙代  

・その他官公庁に対する各種証明類取得費用（印鑑証明

等）  

翻訳料 【対象となる経費】 

・外国特許出願や海外の展示会等出展のために必要となる

翻訳経費 

展示会出展経費 【対象となる経費】 

・助成対象期間内に開催される国内、海外のビジネスフェ

ア、見本市、商談会等への出展に係る経費で以下に掲げる

経費。 

※助成対象経費総額（税抜）の 30％を上限とする。 

○会場借料（小間代） 

○会場整備費（出展に必要な会場工事費、資材に係る費

用） 

○備品等レンタル料（出展中に会場で使用する備品（机・

椅子等）のレンタル料金） 

○運搬費（出展のための資材を会場まで運送業者を利用し

て運搬する費用） 

【対象とならない経費の一部】 

・特定の者を対象とした展示会、国又は地方自治体等の補

助金が措置されている展示会（ベンチャーフェア、中小企

業総合展など）に係る経費 

その他 【対象とならない経費】 

※上記に区分される費用においても、以下に該当する経費

は助成対象外とする。 

・求人広告に係る経費 

・光熱水費 

・プリペイドカード、商品券等の金券 

・雑誌購読料、新聞代 

・団体等の会費、フランチャイズ契約に伴う加盟料・一括

広告費 
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経費の区分 注意事項 

・応募者本人及び従業員のスキルアップ、能力開発のため

の研修参加に係る費用 

・奢侈、遊興、娯楽、接待の費用 

・自動車等車両の修理費・車検費用 

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等

に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用 

・公租公課（消費税及び地方消費税等）、各種保険料 

・振込手数料 

・借入金などの支払利息及び遅延損害金 

・上記を含め、他の事業との明確な区分が困難である経費 

上記のほか、公的な資金の使途として社会通念上、不適切

な経費 

 

 

 


